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貸    借    対    照    表
２０２６年３月３１日現在

(単位：円)
金        額 金        額

10,607,895,194 8,465,469,119
7,107,179,597  8,296,695,298

4,786,058 4,496,196,938
6,277,556,923 3,485,017,738

248,143,087 13,401,080
151,425,022 47,764,958
28,513,482 169,708,834
17,925,389 232,500
367,010,706 14,415,505
11,818,930 4,748,745

65,000,000
209,000

 3,500,715,597  168,773,821
2,980,912,489 26,776,499
2,407,467,760 4,359,822

176,237,031 131,999,000
288,282,106 5,638,500
3,135,350
8,011,991 8,465,469,119
56,734,672
40,177,579 2,142,426,075

866,000  2,142,426,075
100,000,000

40,152,164
37,910,912 2,042,426,075
2,241,252 25,000,000

2,017,426,075
2,017,426,075

479,650,944 (△248,428,220)
15,467,499

60,000
462,021,000
2,102,445

2,142,426,075
10,607,895,194 10,607,895,194

( 内 当 期 純 損 失 )

純 資 産 合 計
負 債 及 び 純 資 産 合 計

資 本 金
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

土 地

資 産 合 計

長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他 の 投 資

売 掛 金 短 期 借 入 金
製 品 リ ー ス 債 務
原 材 料 未 払 金

科 目 科 目
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 金 買 掛 金
流 動 資 産 流 動 負 債

賞 与 引 当 金
完成工事補償引当金

貯 蔵 品 未 払 費 用

預 り 金
未 払 消 費 税 等
未 払 法 人 税 等前 払 費 用

未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産

負 債 合 計

リ ー ス 債 務
建 物 長 期 未 払 金

固 定 資 産 固 定 負 債

構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
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投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

役員退職慰労引当金

リ ー ス 資 産 （ 純 資 産 の 部 ）



【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　・原材料 移動平均法に基づく原価法

　　・製　 品 (サプライ製品) 移動平均法に基づく原価法

　　　なお貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

２）固定資産の減価償却の方法

　　・有形固定資産（リース資産を除く) 定額法

　　・無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用
可能期間（5年）に基づいている。

　　・リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用している。

３）引当金の計上基準

　　・賞与引当金 
従業員賞与の支給に充てるため、期末直前支給額を基礎とした
実績に基づく見積り額を計上している。

　　・退職給付引当金 
従業員退職金の支給に充てるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
数理計算上の差異は、その発生の翌期に費用処理している。

　　・役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金については、内規に基づき計算された当事業年
度末における要支給額を期間に基づき配分し計上している。

　　・完成工事補償引当金
当期以前の売上に対して、翌期以降に発生する可能性の高い将
来の損失に備え、直近売上高に補償実績率・引当倍数を乗じた
引当額を計上している。

４）収益及び費用の計上基準

　　・商品及び製品等の販売に係る収益

商品等の販売は、主にユニット住宅及びサプライ事業における商
品等の販売である。これらは、引渡時点において顧客が当該商品
等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該
時点で収益を認識している。
なお、出荷時から商品等の支配が顧客に移転される時までの期
間が通常の期間である場合には、出荷時点において収益を認識
している。

５）消費税等の会計処理

６）その他計算書類作成のための基本となる事項

　　・グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用している。

資産に係る控除対象外消費税等は、当事業年度の期間費用と
している。


